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新
年
明
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い

ま
す
。

　

令
和
四
年
が
皆
様
に
と
っ
て
、
明
る
く

穏
や
か
な
年
と
な
る
こ
と
を
願
い
、
謹
ん

で
年
頭
の
御
挨
拶
を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

昨
年
を
振
り
返
っ
て
み
ま
す
と
、
コ
ロ

ナ
禍
で
の
ス
タ
ー
ト
と
は
な
り
ま
し
た

が
、「
新
し
い
生
活
様
式
」
に
よ
る
感
染

防
止
対
策
の
徹
底
と
「
ワ
ク
チ
ン
接
種
の

推
進
」
等
に
よ
り
、
秋
ご
ろ
か
ら
感
染
者

数
が
大
幅
に
減
少
し
、
希
望
の
光
が
差
し

た
年
で
あ
り
ま
し
た
。

　

本
市
に
お
い
て
は
、
国
道
五
十
八
号
名

護
東
道
路
の
開
通
に
よ
り
、
利
便
性
の
向

上
と
と
も
に
、
北
部
地
域
の
活
性
化
と
経

済
の
発
展
に
寄
与
す
る
も
の
と
期
待
さ
れ

る
中
、
沖
縄
本
島
北
部
や
ん
ば
る
を
舞
台

と
す
る
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
連
続
テ
レ
ビ
小
説
「
ち

む
ど
ん
ど
ん
」
の
ス
タ
ジ
オ
撮
影
が
ス

タ
ー
ト
し
た
と
の
報
道
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
た
、
新
庄
剛
志
新
監
督
の
就
任
に
よ
り

日
本
ハ
ム
フ
ァ
イ
タ
ー
ズ
の
春
季

キ
ャ
ン
プ
が
大
き
な
話
題
と
な
っ
て

お
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
明
る
い

ニ
ュ
ー
ス
は
、
低
迷
し
て
い
た
観
光

産
業
の
起
爆
剤
の
一
助
と
な
る
も
の

と
大
き
な
期
待
を
寄
せ
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

名
護
市
議
会
と
い
た
し
ま
し
て
も
、

一
日
も
早
く
市
民
の
皆
様
の
安
全
、

安
心
な
日
常
を
取
り
戻
す
た
め
に
も
、

経
済
活
動
の
正
常
化
、
持
続
的
発
展

に
つ
な
げ
る
よ
う
、
市
民
の
声
を
し
っ

か
り
と
受
け
止
め
、
議
会
活
動
を
通

し
て
市
政
に
反
映
さ
せ
、
チ
ェ
ッ
ク

機
関
と
し
て
の
職
責
を
果
た
す
と
と

も
に
、
市
民
の
皆
様
が
住
ん
で
良
か
っ

た
と
思
え
る
ま
ち
づ
く
り
に
、
全
力

を
尽
く
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

結
び
に
な
り
ま
す
が
、
引
き
続
き

市
民
の
皆
様
の
御
理
解
と
御
支
援
を

賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
と
と
も
に
、
皆
様
に
と
っ
て
、
幸

多
く
実
り
の
あ
る
年
で
あ
る
こ
と
を

祈
念
申
し
上
げ
、
年
頭
の
挨
拶
と
い

た
し
ま
す
。令

和
四
年
　
元
旦
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て

幸

る
こ
と
を

挨
拶
と
い

元
旦



第14期総務財政常任委員会
後列：島袋力、神山正樹、岸本直也、吉居俊平、仲村善幸

前列：大城秀樹、長山正邦（副委員長）、比嘉勝彦（委員長）、宮城安秀

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激
な悪化に対し地方税財源の確保を求める意見書（記抜粋）

１　地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税な
　どの一般財源総額を確保すること。その際、臨時財政対策
　債が累積することのないよう、発行額の縮減に努めるとと
　もに償還財源を確保すること。

２　地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調
整機能の両機能が適切に発揮できるよう総額を確保すること。

３　令和２年度の地方税収が大幅に減収となることが予想さ
れることから、思い切った減収補填措置を講じるとともに、
減収補填債の対象となる税目についても、地方消費税を含
　め弾力的に対応すること。

４　財源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構
築に努めるとともに、国税・地方税の政策税制については、

　積極的な整理合理化を図り、新設・拡充・継続に当たっては、
有効性・緊急性を厳格に判断すること。

５　とりわけ、固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税
　であり、制度の根幹を揺るがす見直しは家屋・償却資産を
　含め、断じて行わないこと。さきの緊急経済対策として講
　じた特例措置は、臨時・異例の措置として、やむを得ない
　ものであったが、本来国庫補助金などにより対応すべきも
　のである。よって、今回限りの措置とし、期限の到来をも
　って確実に終了すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和2年9月23日

宛先　内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、
　　　経済産業大臣、経済再生担当大臣、まち・ひと・しご
　　　と創生担当大臣、衆議院議長、参議院議長

○仲尾次～真喜屋に至る市道における街灯設置に関す
　ることについて

○屋我地地区の一般家庭への超高速ブロードバンド環
　境の整備について

○羽地ダム多目的広場の管理委託について

○流出砂の埋め戻し及び護岸工事の完成について

○難聴地域に係る防災無線の増設について

とき : 平成 30年 10月　ところ : 市道志味屋線（決算審査）

委員会から出された意見書一例採択された主な請願・陳情一覧
※意見書とは、地方自治法に基づき国等に議会の意見を述べる手法※請願・陳情とは、国や地方議会に対し、市民等が文書で要望を述べる手法
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第14期民生教育常任委員会
後列：金城善英、比嘉忍、比嘉拓也、岸本洋平、平光男

前列：翁長久美子、川野純治（委員長）、宮城さゆり（副委員長）、大城敬人

国保運営に当たって、コロナ禍などの困窮から住民の
生活を守るために地方自治の本旨に基づき、制度の改
善を求める意見書（記抜粋）

１　コロナ禍の影響を鑑みた国保運営とすること。特に国保
　税（料）減免を2020年度と同様に全額国の負担で拡充・普
　及すること。国保法第44条の一部負担金減免にもコロナに
よる影響を災害とみなして適用し、国の財政支援を行うこと。

２　国の財政支援を抜本的に強化し、国民皆保険最後のとり
　でである市町村国保財政を安定させ、他保険と比べ高すぎ
　る保険税（料）を引き下げること。

３　国保税（料）の大幅引上げにつながる「財政均衡」を運
　営方針記載必須義務にしないこと。

４　国は統一保険料を県や市町村に強制しないこと。また、
　県は統一保険料を市町村に強制しないこと。

５　一般会計からの法定外繰入れは市町村の権限であること
　を確認し、禁止しないこと。

６　就学前の子どもの均等割軽減の対象年齢を18歳まで拡大
　し、全額免除とすること。

７　保険者努力支援制度に、法定外繰入れなど住民生活を守
　る施策へのペナルティーは盛り込まないこと。

８　所得調整機能を損なう普通調整交付金見直しの検討をや
　めること。

令和3年6月30日

宛先　内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚生労働大臣、
　　　衆議院議長、参議院議長、沖縄県知事

○学校教育現場における養護教諭の早期複数配置を求
　めることについて

○インボイス制度（適格請求書等保存方式）の導入中
　止を求めることについて

○本土と沖縄の医療格差の是正を求める意見書の採択
　を求めることについて

○「一年単位の変更労働時間制」を導入しないことを
　求めることについて

○国保運営に当たって、コロナ禍などの困窮から県民
　の生活を守るために地方自治の本旨に基づき、制度
　の改善を求めることについて

委員会から出された意見書一例採択された主な請願・陳情一覧
※意見書とは、地方自治法に基づき国等に議会の意見を述べる手法※請願・陳情とは、国や地方議会に対し、市民等が文書で要望を述べる手法

とき : 令和元年 10月　ところ : 北海道砂川市役所（行政視察）

例
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第14期経済建設常任委員会
後列：大浜幸秀、金城隆、比嘉祐一、小濱守男

前列：仲尾ちあき、宮里尚（委員長）、石嶺康政（副委員長）、東恩納琢磨

○過剰な赤土が堆積した羽地内海（仲尾次漁港周辺等）
の漁場環境改善に関することについて

○名護市内に冷凍・冷蔵施設を早期に設置することに
　ついて

○新型コロナウイルス感染症拡大に伴う花卉生産者支
　援について

○屋我市営住宅の建てかえについて

○特定外来生物ツルヒヨドリの駆除について

消費税率10％への引き上げ中止を求める意見書（一部抜粋）

　総務省家計調査では、2014年４月の消費税８％増税前との
比較で、２人以上世帯の消費支出は年間21万円減少し、労働
者の実質賃金も年間18万円減少している。受け取り年金も毎
年のように縮減され、国民健康保険料や介護保険料など社会
保障費も毎年のように高騰を続けている。
　沖縄県の試算（2013年）では、消費税率が10％になると４
人世帯で年間平均34万6,000円の消費税負担になると言われ
ている。特に、本県は、生活保護世帯が２万8,306世帯（2017
年）と過去最多となり、人口比では全国４番目の高さである。
さらに全国最下位の県民所得という厳しい環境の中で、消費
税が増税されると県経済と県民生活に重大な影響を及ぼす。
　日本国憲法は、応能負担原則にのっとった税制の確立を政
府に要請している。そもそも消費税は、低所得者に負担が重
い不公平な税金と言われ、社会保障財源としてふさわしくな
い。税金の使い方を国民の暮らし、福祉優先に切り替え、法
人税率の見直しや大企業・大資産家に応分の負担を求める方
向で、財政再建を考える必要がある。
　よって、政府においては、10月１日からの消費税率の10％
への引き上げを中止するよう要請する。

平成30年3月26日
宛先　内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣とき : 令和 2年 9月　ところ : 済井出公民館（陳情審査）

委員会から出された意見書一例採択された主な請願・陳情一覧
※意見書とは、地方自治法に基づき国等に議会の意見を述べる手法※請願・陳情とは、国や地方議会に対し、市民等が文書で要望を述べる手法

例


